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石川県の制度紹介第1章
建設業の許可について

▶建設業を営むには許可が必要です
　建設業法は、建設業を営む者の資質の向上、建設工事の適正な施工を確保し、発注者
を保護するとともに、建設業の健全な発達を促進するために制定された法律です。
　建設業を営むには、この法律により大臣又は知事の許可を受けなければなりません。

▶建設業許可の例外
　このように建設業を営むには許可が必要ですが、「小規模な工事」のみを請け負う場合
は必ずしも許可を受けなくてもよいこととされています。
　「小規模な工事」とは建築一式工事では1件1,500万円未満の工事（消費税込）又は延
べ面積150㎡未満の木造住宅工事、それ以外の工事では、1件500万円未満の工事（消費
税込）をいいます。

▶建設業許可の種類と区分について
（１）大臣許可と知事許可について
　 ・ 大臣許可 ： �２つ以上の都道府県の区域内に営業所を設けて営業する場合は国土交通

大臣の許可を受けなければなりません。
　　　　　　　　　　【問い合わせ ・ 提出窓口】国土交通省北陸地方整備局建政部
　 ・ 知事許可 ： �石川県内にのみ営業所を設けて営業しようとする場合はすべて石川県知

事許可申請となります。
　　　　　　　※石川県知事許可を申請の方は次のページをご覧ください。

（２）特定建設業と一般建設業について
　 ・ 特定建設業 ： �発注者から直接請け負った建設工事１件につき、その下請代金の合計

額が建築一式工事にあっては6,000万円（消費税込）、建築一式以外
の工事にあっては4,000万円（消費税込）以上となる下請契約を締結
して建設工事を施工するときは特定建設業の許可が必要です。

　 ・ 一般建設業 ： �上記の特定建設業に該当する以外の場合には、請負代金の多少にかか
わらず一般建設業許可により建設工事を施工することができます。
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①許可取得の主な要件（詳しくは「建設業の許可申請のしおり」参照）
・ 適正に経営業務を行うことができる体制を有する者であること
・ 適切な社会保険に加入している者であること
・ 専任の技術者を有していること
・ 請負契約に関して誠実性を有していること
・ 請負契約を履行するに足る財産的基礎又は金銭的信用を有していること
・ 欠格要件に該当しないこと
※建設業法の改正により、令和2年10月から許可取得の要件が変わりました。（詳しくは P10参照）

②許可申請書・添付資料（詳しくは「建設業の許可申請のしおり」参照）
・ 許可申請書様式（県監理課ホームページからダウンロード可能）
（注）・ 納税証明書：県税事務所で取得
　　・ 登記されていないことの証明書：金沢地方法務局で取得
　　・ 身分証明書：本籍地の市区町村で取得
　など、監理課ホームページから取得できない書類が必要となる場合があります。

③各土木総合事務所へ提出（詳しくは「建設業の許可申請のしおり」参照）
・ 南加賀土木総合事務所	 TEL 0761-21-3333
・ 石川土木総合事務所	 TEL 076-272-1188
・ 県央土木総合事務所	 TEL 076-239-3901
・ 中能登土木総合事務所	 TEL 0767-52-5100
・ 奥能登土木総合事務所	 TEL 0768-22-0567

④審査・受付
・ 申請書類に不備や不足等がある場合は、修正が完了するまで受付できません。
・ 許可通知には、土木総合事務所での受付後30日程度を要します。
（注）許可が必要となる日から逆算して申請する必要があります。

建設業許可申請手続きの流れ（石川県知事許可を取得する業者）
①建設業許可の要件を満たしているか確認

↓
②建設業許可申請書・添付資料の作成（準備）

↓
③各土木総合事務所へ提出

↓
④審査・受付

↓
許可通知発行

3

第 1章石川県の制度紹介



経営事項審査について

　経営事項審査とは、国、地方公共団体などが発注する公共工事を直接請け負おうとす
る場合に、建設業許可業者が受けなければならない審査です。また、経営事項審査には
有効期間があるため、常時公共工事を受注するためには、有効期間が切れ目なく継続す
るよう、経営事項審査を受審する必要があります。

▶経営事項審査申請フロー

※②の経営状況分析申請は登録経営状況分析機関への申請になります。
（分析機関の一覧については「経審の手引き」の P51を参照してください）

▶審査項目について
【県が行う審査】
　・ 経営規模（工事種類別年間平均完成工事高、自己資本額、利益額）
　・ 技術力（工事種類別技術職員数、元請完成工事高）
　・ その他の審査項目（労働福祉、営業継続、建設機械の保有等の状況等）

【登録分析機関が行う審査】
　・ 経営状況（純支払利息比率、売上高経常利益率、自己資本比率等）

▶審査窓口・問い合わせ先
【知事許可業者】
　・ 南加賀土木総合事務所庶務課	 ℡ 0761-21-3333
　・ 石川土木総合事務所庶務課	 ℡ 076-272-1188
　・ 県央土木総合事務所庶務課	 ℡ 076-239-3901
　・ 中能登土木総合事務所庶務課	 ℡ 0767-52-5100
　・ 奥能登土木総合事務所庶務課	 ℡ 0768-22-0567

【大臣許可業者】
　・ 北陸地方整備局建政部	 ℡ 025-370-6571

【
審
査
前
月
末
ま
で
】

①
事
業
年
度
終
了
報
告

②
経
営
状
況
分
析
申
請

③
経
審
受
審
申
し
込
み

（※
往
復
ハ
ガ
キ
に
よ
る
）

④
経
営
事
項
審
査
申
請

⑤
総
合
評
定
値
の
通
知

【
審
査
当
月
】

【
審
査
翌
月
末
ま
で
】
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入札参加資格について

▶競争入札参加資格（指名願）とは
　石川県では、地方自治法の規定に基づき、県が発注する建設工事等の競争入札に参加
するために必要な資格等（競争入札参加資格）を定めています。
　石川県が発注する建設工事の競争入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格を取
得し、有資格者となる必要があります。

▶競争入札参加資格の申請に必要な要件
以下の全てに該当する者であることが必要です。

（１）建設業許可を有し、かつ、経営事項審査の総合評定値の通知を受けている者
（２）社会保険等（雇用保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入している者
　　※　法律により各保険の適用が除外されている場合は加入する必要はありません。
（３）県税（個人県民税を除く。）及び消費税の未納がない者
（４）地方自治法施行令第167条の4に定める破産者等でない者

▶申請の手続き
　定期申請（２年に１度）と随時申請があり、申請受付期間中に、インターネットから
の電子申請と必要書類（納税証明書等）の送付を行っていただく必要があります。
　詳細については、石川県土木部監理課ホームページに掲載しています。

〈石川県土木部監理課ホームページ〉
https://www.pref. ishikawa.lg.jp/kanri/index.html

▶入札参加資格の格付けについて
　入札参加資格の審査の結果、経営事項審査の点数（客観点数）と県独自の審査項目に
基づく点数（主観点数）を合計した総合点数に基づき等級の決定を行い（格付け）、石川
県の有資格者名簿へ登載されます。
　石川県が建設工事を発注する際は、原則として、発注予定金額に対応する等級の有資
格者に対して発注することとしています。

〈等級及び発注予定金額の例〉
（土木一式）

等級 総合点数 発注予定金額
A 850 以上 3,000 万円以上
B 760 以上 850未満 1,500 万円以上 3,000 万円未満
C 680 以上 760未満 500万円以上 1,500 万円未満
D 680 未満 500万円未満
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主観点数（主観的事項審査）制度について

▶主観点数とは
　国が定めた基準である経営事項審査（客観点数）の点数だけでは計れない災害復旧や
雇用など地域経済への貢献のほか、技術力向上や社会貢献に熱心な地元の建設企業を適
切に評価する仕組みとして、県独自の審査項目により加点又は減点を行う制度です。
　経営事項審査に基づく点数（客観点数）と県独自の審査項目に基づく点数（主観点数）
を合計した総合点数により、有資格者の格付けを行います。

▶審査対象項目（令和2年度）
区 　 分 評 価 項 目 評 価 点 数

技 術 力

工事成績 △25点〜 100点
優良工事表彰 知事20点、部長10点
ISO9001の認証 10点
契約後VE提案 15点

社 会 性

ISO14001の認証等 5〜 10点
災害協定の締結 県協会10点、地区協会5点
次世代育成雇用環境 10点
障害者の雇用 10点
新分野進出 15点
社会的取組み（10項目） 1項目5点、2項目以上10点

そ の 他 指名停止、営業停止 処分期間に応じて減点する

▶申請の手続き
　主観的事項審査の申請受付は例年２月頃に行っており、申請項目に関する証明書等の
必要書類を提出する必要があります。
　詳細については、石川県土木部監理課ホームページに掲載しています。

〈石川県土木部監理課ホームページ〉
https://www.pref. ishikawa.lg.jp/kanri/index.html
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石川県の入札制度について

▶電子入札の実施
　石川県では、平成26年6月より、建設工事等の競争入札について、電子証明書（ＩＣカー
ド）を用いた電子入札を全面実施しており、入札に参加するためには、電子入札システ
ムに対応した環境を整備する必要があります。
　工事の発注見通し、入札公告及び入札結果についても、入札情報システムを通じ、イ
ンターネット上で公表しています。
　電子入札等については、「石川県CALS/EC ホームページ」をご参照ください。

〈石川県 CALS/EC ホームページ〉
https://www.pref. ishikawa.lg.jp/kanri/cals-ec/cals-ec.html

▶入札の方法
（１）一般競争入札
　　①一般競争入札とは
　　　�　契約に関する公告を行い、一定の要件を満たす不特定多数の者を入札の方法によって競

争させ、最も有利な条件を提供した者との間に契約を締結する方法です。

　　②対象となる工事
　　　�　予定価格3千万円以上の工事

　　③入札参加の要件
　　　�　石川県の建設工事に関する入札参加資格を有する者であるほか、入札参加者の施工能力

を担保するため、営業所の所在地、平均完成工事高及び施工実績等の要件を個別の案件ご
とに設定しています。

　　④落札者の決定
　　　�　入札参加者が不特定多数の者にわたることから、工事の品質を確保するため、価格と価

格以外の要素（企業の技術力等）の評価により落札者を決定する総合評価方式を実施して
います。

（２）指名競争入札
　　①指名競争入札とは
　　　�　資力、信用その他について、適当と認められる特定多数の競争参加者を選んで、入札の

方法によって競争させ、最も有利な条件を提供した者との間に契約を締結する方法です。

　　②対象となる工事
　　　�　予定価格250万円超3千万円未満の工事
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　　③指名者の選定
　　　�　石川県の建設工事に関する入札参加資格を有する者の中から、営業所の所在地や施工実

績等を考慮して、十分な施工能力があると考えられる者を県が選定します。

　　④落札者の決定
　　　�　最低制限価格以上予定価格以下の範囲内で、最も低い価格をもって入札した者を落札者

とします。

▶総合評価方式
　工事の品質確保を目的として、価格と価格以外の要素（企業の技術力等）を考慮した
総合的な評価値が最も高い者を落札者とする方式であり、石川県では、一般競争入札の
対象となる工事において、以下により実施しています。

〈評価区分〉
①提案型（原則：WTO対象工事）
　施工上の課題に対する技術提案と入札価格を総合的に評価して落札者を決定する方法です。

②評価Ⅰ型（原則：６千万円以上WTO対象工事未満）
　施工上の課題に対する技術提案、企業や配置予定技術者の技術力、地域貢献度、地域精通度、
施工体制等と入札価格を総合的に評価して落札者を決定する方法です。

③評価Ⅱ型（原則：３千万円以上６千万円未満）
　簡易な提案、企業や配置予定技術者の技術力、地域貢献度、地域精通度、施工体制等と入札
価格を総合的に評価して落札者を決定する方法です。

〈評価値の算出式〉

評価値=
技術評価点（＝基礎点（100点）＋加算点）

入札価格

　 ・ 基礎点 ： �入札参加要件を満たす者が有する、当該工事を施工するための最低限の技術力に
対する評価

　 ・ 加算点 ： �当該工事に関する技術提案、災害協力及び施工実績など、個々の入札参加者の技
術力等に対する評価、施工体制の評価

〈加算点の評価基準（令和2年度）〉
技術提案 企業の技術力 配置予定技術者の

技術力 地域貢献度 地域
精通度 施工

体制の
評価

不正
行為 合計点

（満点）技術
提案

簡易な
提案

同種
工事
の実績

工事
成績

優良
工事

ISO
認証等

同種
工事
の実績

技術者
の資格

CPD
（継続
学習）

災害
活動

除雪
協力

営業所
の
所在地

指名
停止

（談合等）
提案
型

20〜
50 30 ▲ 2 50

〜 80
評価
Ⅰ型 10 （2） 4 1 1 1 0.5 2 1 3 30 ▲ 2 53.5

（55.5）
評価
Ⅱ型 5 （2） 4 1 1 （1） 0.5 0.5 2 1 3 30 ▲ 2 48

（51）
※（  ）は特に技術力を要する工事のみに設定

8

第 1章 石川県の制度紹介



建設業サポートデスク

建設業の抱える課題に対して、ワンストップで相談に応じます。
相談の内容に応じて各種支援制度を紹介するほか、中小企業診断士や社会保険労務士などの
専門家を派遣します。

●●●●●●●●●●　総 合 相 談 窓 口　●●●●●●●●●●●

▶対象となる方
県内建設業者

▶支援内容
◉建設業の各種相談
 ・ 建設業者の先進的な取り組み事例や県の支援制度などの紹介
 ・ 建設業者が支援制度を活用することとなった場合の当該機関への斡旋
 ・ 元請下請間のトラブル解決のためのアドバイス及び関係機関の紹介

◉専門家の派遣
 ・ 石川県建設業アドバイザー（中小企業診断士や社会保険労務士などの専門家）派遣に
よる経営相談
　（経営診断・経営計画の策定、就業規則の整備等）

▶利用方法
 ・ 下記の「問い合わせ先」までご連絡ください。
※簡単な質問や窓口に出向く時間がとれない方については、Ｅメールでの相談も受付け
ています。
　メールアドレス ： kensetsu@pref.ishikawa.lg.jp

■問い合わせ先
○建設業サポートデスク（総合相談窓口）
　・ 石川県土木部監理課	 TEL:076-225-1712　FAX：076-225-1714
　・ 南加賀土木総合事務所	 TEL:0761-21-3333　FAX：0761-21-7080
　・ 石川土木総合事務所	 TEL:076-272-1188　FAX：076-272-1870
　・ 県央土木総合事務所	 TEL:076-239-3901　FAX：076-239-3701
　・ 中能登土木総合事務所	 TEL:0767-52-5100　FAX：0767-52-5104
　・ 奥能登土木総合事務所	 TEL:0768-22-0567　FAX：0768-22-2144
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▶事業譲渡等の事前認可について
　これまでは、建設業者が事業の譲渡、会社の合併、分割を行った場合、譲渡、合併後
又は分割後の会社は新たに建設業許可を取り直すことが必要でした。そのため、新しい
許可が下りるまでの間に建設業を営むことができない空白期間が生じ、不利益が生じて
いました。
　今回の改正により、事業承継の規定が整備され、事前の認可を受けることで、建設業
の許可を承継することが可能になりました。詳しくは、「建設業の許可申請のしおり」を
ご参照ください。

▶建設業許可基準の見直し
　許可取得の要件である「経営業務の管理責任者として経験がある者を有していること」
について、令和2年10月より、個人の経験によって能力を担保していたこれまでの考え
方が見直され、組織の中で経営業務の管理を適正に行うに足りる能力を有することが求
められます。具体的な基準は以下のとおりです。

▶著しく短い工期の禁止
　その注文した建設工事を施工するために「通常必要と認められる期間に比して、著し
く短い期間（※）」を工期とする請負契約を締結してはいけません。
（※）「工期に関する基準（令和2年7月中央建設業審議会）」等に照らして不適正に短く設定された期間をいいます。

令和2年10月、改正建設業法が施行されました。
主な改正内容をご紹介します。

建設業法の改正について第2章

❶建設業に係る経営業務の管理を担当する常勤の役員等として、以下のいずれかの者を
　置くこと。

❷適切な社会保険に加入していること

（１）建設業の経営に関する経験を5年以上有している者 （従来の「経営業務管理責任者」）
　　・役員等5年　・執行役員等5年　　・経営業務補佐経験6年

（2）建設業の役員等の経験2年以上を含む
　　建設業の管理職の経験を5年以上有している者
　　　　　　〈経験の拡大〉

○役員を補助する者の配置
…建設業の財務管理、労務管理
　及び運営業務について
　それぞれ業務経験5年以上の者

（3）建設業の役員等の経験2年以上を含む
　　役員等の経験を5年以上有している者
　　　　　　〈対象業種の拡大〉

＋

・健康保険、厚生年金保険、雇用保険について、建設業者がその加入義務が課されている保険に加入して
いるものであること。
※従業員が4人以下の事業者であり、厚生年金への加入義務がないなど、加入が義務となっていない保険について加入してい
る必要はありません。
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▶監理技術者の専任の緩和

▶主任技術者の配置義務の見直し

【これまで】

・建設工事の請負代金の額が3,500万円（建築一
式工事にあっては7,000万円）以上である場合に
ついては、監理技術者は現場に専任の者でなけれ
ばならない。

工事1
注文者

元請A社
監理技術者A
（専任）

下請B社
主任技術者

下請C社
主任技術者

発注者

効　果

＋

二次下請B社
主任技術者

元請X社
監理又は主任技術者

（下請）

一次下請A社

三次下請D社
主任技術者

工事2
注文者

元請A社
監理技術者B
（専任）

下請D社
主任技術者

下請E社
主任技術者

【R2.10～】

・監理技術者の職務を補佐する者として政令で定
める者を専任で置いた場合には、監理技術者の兼
務（2現場）を認めることとする。

【これまで】

本来であれば一次下請Aが置く主任技術者による技
術上の施工管理のみで適正施工が確保される場合
であっても、全ての二次下請、三次下請（B～E）がそ
れぞれ主任技術者を置くことが必要。

【R2.10～】

一次下請A社及び二次下請B、D、Eは、その合意に
より、
Aが自ら工事現場に置く主任技術者が、その行うべ
き技術上の施工管理と併せて、本来であればB、D、
Eの主任技術者が行うべき技術上の施工管理を行う
こととしたときは、B、D、Eは、当該工事現場に主任
技術者を置くことを要しないこととする。

工事1

兼務可
注文者

技士補X
（専任）

下請B社
主任技術者

下請C社
主任技術者

（※）適用対象は、3,500万円未満の建設工事（土木一式工事及び
建築一式工事を除く。）のうち型枠工事、鉄筋工事に限定

工事2
注文者

技士補Y
（専任）

下請D社
主任技術者

下請E社
主任技術者

監理技術者A

〈一次下請の主任技術者が一括で施工管理をする場合〉

元請負人 ： 自社施工分を超える業務量に対応しやすくなる
下請負人 ： 受注の機会を確保しやすくなる

建設業における重層下請構造の改善に寄与

主任技術者

（再下請）

二次下請C社
主任技術者

三次下請E社
主任技術者

一次下請A社の直用の労働者が不足しており、その
不足を補うため同様の建設工事の内容をB社に再下
請。（B社でも足りない場合はさらにD社、E社にも再
下請）

一定の指導監督的な実務の経験を
有し、かつ、当該工事現場に専任で
置かれる者でなければならない。

発注者

二次下請B社
主任技術者

元請X社
監理又は主任技術者

一次下請A社
主任技術者

二次下請D社
主任技術者

二次下請E社
主任技術者

二次下請C社
主任技術者

⇨

元請A社 元請A社

【これまで】

・建設工事の請負代金の額が3,500万円（建築一
式工事にあっては7,000万円）以上である場合に
ついては、監理技術者は現場に専任の者でなけれ
ばならない。

工事1
注文者

元請A社
監理技術者A
（専任）

下請B社
主任技術者

下請C社
主任技術者

発注者

効　果

＋

二次下請B社
主任技術者

元請X社
監理又は主任技術者

（下請）

一次下請A社

三次下請D社
主任技術者

工事2
注文者

元請A社
監理技術者B
（専任）

下請D社
主任技術者

下請E社
主任技術者

【R2.10～】

・監理技術者の職務を補佐する者として政令で定
める者を専任で置いた場合には、監理技術者の兼
務（2現場）を認めることとする。

【これまで】

本来であれば一次下請Aが置く主任技術者による技
術上の施工管理のみで適正施工が確保される場合
であっても、全ての二次下請、三次下請（B～E）がそ
れぞれ主任技術者を置くことが必要。

【R2.10～】

一次下請A社及び二次下請B、D、Eは、その合意に
より、
Aが自ら工事現場に置く主任技術者が、その行うべ
き技術上の施工管理と併せて、本来であればB、D、
Eの主任技術者が行うべき技術上の施工管理を行う
こととしたときは、B、D、Eは、当該工事現場に主任
技術者を置くことを要しないこととする。

工事1

兼務可
注文者

技士補X
（専任）

下請B社
主任技術者

下請C社
主任技術者

（※）適用対象は、3,500万円未満の建設工事（土木一式工事及び
建築一式工事を除く。）のうち型枠工事、鉄筋工事に限定

工事2
注文者

技士補Y
（専任）

下請D社
主任技術者

下請E社
主任技術者

監理技術者A

〈一次下請の主任技術者が一括で施工管理をする場合〉

元請負人 ： 自社施工分を超える業務量に対応しやすくなる
下請負人 ： 受注の機会を確保しやすくなる

建設業における重層下請構造の改善に寄与

主任技術者

（再下請）

二次下請C社
主任技術者

三次下請E社
主任技術者

一次下請A社の直用の労働者が不足しており、その
不足を補うため同様の建設工事の内容をB社に再下
請。（B社でも足りない場合はさらにD社、E社にも再
下請）

一定の指導監督的な実務の経験を
有し、かつ、当該工事現場に専任で
置かれる者でなければならない。

発注者

二次下請B社
主任技術者

元請X社
監理又は主任技術者

一次下請A社
主任技術者

二次下請D社
主任技術者

二次下請E社
主任技術者

二次下請C社
主任技術者

⇨

元請A社 元請A社
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建設業の働き方改革第3章
令和6年4月1日から

時間外労働の上限規制が適用されます
平成31年4月1日、労働基準法が改正されました。

時間外労働・休日労働をさせるためには、36協定の締結、
監督署への届出が必要です。

建設業においても、時間外労働の上限が罰則付きで法律に
規定されます。（令和6年4月1日から）

労働時間・休日に関する原則

（改正前） （改正後）

大臣告示による上限なし

法定労働時間

法律による上限
（原則）

✓1日8時間
✓週40時間

✓月45時間
✓年360時間

１日　8時間 及び 1週　40時間
法律で定められた労働時間の限度

・月100時間未満
・2～6か月平均80時間以内

令和6年に向けて、今から取り組んでいきましょう！
　　・労働時間の適正把握
　　・週休2日制の導入 
　　・適正な工期設定の推進　　など

この2つの規制は令和6年4月1日以降も
適用されません。

これを超えるには、
36協定の締結 ・ 届出が必要です。

（様式 第9号の4）
毎週少なくとも１回
法律で定められた休日

上限規制の
イメージ

1年間＝12か月

法律による上限
（特別条項／年6か月まで）
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

＊休日労働を含む

　これまで、建設業については、36協定で定める時間外労働の上限の基準（大臣告示）は、適
用除外とされていましたが、令和6年4月1日以降、時間外労働の上限は原則として月45時間・年
360時間となり、臨時的な特別の事情がなければこれを超えることができなくなります。

　また、臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、以下の上限を超え
る時間外労働、休日労働はできなくなります。
　　・　時間外労働が年720時間以内
　　・　時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満
　　・　�時間外労働と休日労働の合計について、「2か月平均」「3か月平均」「4か月平均」「5か

月平均」「6か月平均」が全て1か月当たり80時間以内
　　なお、時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年6か月が限度です。

上記に違反した場合には、
罰則（6か月以下の懲役ま
たは30万円以下の罰金）
が科されるおそれがありま
す。

労働時間・休日に関する原則

（改正前） （改正後）

大臣告示による上限なし

法定労働時間

法律による上限
（原則）

✓1日8時間
✓週40時間

✓月45時間
✓年360時間

１日　8時間 及び 1週　40時間
法律で定められた労働時間の限度

・月100時間未満
・2～6か月平均80時間以内

令和6年に向けて、今から取り組んでいきましょう！
　　・労働時間の適正把握
　　・週休2日制の導入 
　　・適正な工期設定の推進　　など

この2つの規制は令和6年4月1日以降も
適用されません。

これを超えるには、
36協定の締結 ・ 届出が必要です。

（様式 第9号の4）
毎週少なくとも１回
法律で定められた休日

上限規制の
イメージ

1年間＝12か月

法律による上限
（特別条項／年6か月まで）
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

＊休日労働を含む
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令和5年4月1日から
中小企業の月60時間超の時間外労働に対する

割増賃金率が引上げになります

建設業には、上限規制の例外規定があります。

長時間労働者に対して面接指導等を実施しましょう

労働時間・休日に関する原則

（改正前） （改正後）

大臣告示による上限なし

法定労働時間

法律による上限
（原則）

✓1日8時間
✓週40時間

✓月45時間
✓年360時間

１日　8時間 及び 1週　40時間
法律で定められた労働時間の限度

・月100時間未満
・2～6か月平均80時間以内

令和6年に向けて、今から取り組んでいきましょう！
　　・労働時間の適正把握
　　・週休2日制の導入 
　　・適正な工期設定の推進　　など

この2つの規制は令和6年4月1日以降も
適用されません。

これを超えるには、
36協定の締結 ・ 届出が必要です。

（様式 第9号の4）
毎週少なくとも１回
法律で定められた休日

上限規制の
イメージ

1年間＝12か月

法律による上限
（特別条項／年6か月まで）
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

＊休日労働を含む

災害時の復旧・復興の事業に関しては、時間外労働と休日労働の合計について

　過重労働による脳・心臓疾患等の健康障害の発症を予防するため、長時間の時間外・休日労働等
をしている労働者に対して、事業者は面接指導を行う必要があります。

（現在）

ⅰ　時間外・休日労働時間が月80時間を超えた場合

ⅱ　時間外・休日労働時間が月45時間を超えた場合

事業者

1か月の時間外労働
1日8時間・1週40時間を超える労働時間

月60時間超の残業割増賃金率
大企業は50％
中小企業は25％

大企業 25％ 50％
60時間以下 60時間超

中小企業 25％ 25％

（改正後）

1か月の時間外労働
1日8時間・1週40時間を超える労働時間

※中小企業の割増賃金率を引上げ

月60時間超の残業割増賃金率
大企業、中小企業ともに50％

大企業 25％ 50％
60時間以下 60時間超

中小企業 25％ 50％

●申出をした労働者に対し、医師による面接指導を実施しなければなりません。面接指導を実施した医師から必要な
措置について意見聴取を行い、必要と認める場合は、適切な事後措置を実施しなければなりません。

●時間外・休日労働時間が月80時間を超えた労働者に関する作業環境、労働時間に関する情報、深夜業の回数及び
時間数等の情報を産業医に提供しましょう。

労働者 ●面接指導の申出をし、医師による面接指導を受けましょう。

産業医 ●労働者に対し、面接指導の申出をするよう勧奨しましょう。面接指導を実施する産業医は「長時間労働者への面接
チェックリスト（医師用）」等を活用しましょう。

事業者 ●健康への配慮が必要な者が面接指導等の対象となるよう基準を設定し、面接指導等を実施することが望まれま
す。また、必要と認める場合は、適切な事後措置を実施することが望まれます。

（現在）

ⅰ　時間外・休日労働時間が月80時間を超えた場合

ⅱ　時間外・休日労働時間が月45時間を超えた場合

事業者

1か月の時間外労働
1日8時間・1週40時間を超える労働時間

月60時間超の残業割増賃金率
大企業は50％
中小企業は25％

大企業 25％ 50％
60時間以下 60時間超

中小企業 25％ 25％

（改正後）

1か月の時間外労働
1日8時間・1週40時間を超える労働時間

※中小企業の割増賃金率を引上げ

月60時間超の残業割増賃金率
大企業、中小企業ともに50％

大企業 25％ 50％
60時間以下 60時間超

中小企業 25％ 50％

●申出をした労働者に対し、医師による面接指導を実施しなければなりません。面接指導を実施した医師から必要な
措置について意見聴取を行い、必要と認める場合は、適切な事後措置を実施しなければなりません。

●時間外・休日労働時間が月80時間を超えた労働者に関する作業環境、労働時間に関する情報、深夜業の回数及び
時間数等の情報を産業医に提供しましょう。

労働者 ●面接指導の申出をし、医師による面接指導を受けましょう。

産業医 ●労働者に対し、面接指導の申出をするよう勧奨しましょう。面接指導を実施する産業医は「長時間労働者への面接
チェックリスト（医師用）」等を活用しましょう。

事業者 ●健康への配慮が必要な者が面接指導等の対象となるよう基準を設定し、面接指導等を実施することが望まれま
す。また、必要と認める場合は、適切な事後措置を実施することが望まれます。
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平成31年4月1日から
年5日の年次有給休暇を労働者に取得させる

ことが使用者の義務となっています
年次有給休暇の発生要件と付与日数

●�使用者は、労働者が雇入れの日から6か月間継続勤務し、その6か月間の全労働日の8割
以上を出勤した場合には、原則として10日の年次有給休暇を与えなければなりません。
　（※）対象労働者には管理監督者や有期雇用労働者も含まれます。

勤続勤務
年数 6か月 1年6か月 2年6か月 3年6か月 4年6か月 5年6か月 6年

6か月以上
付与日数 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日

●�パートタイム労働者など、所定労働日数が少ない労働者については、年次有給休暇の日
数は所定労働日数に応じて比例付与されます。

労働者の申出による取得（原則）
時季指定義務のポイント

［（例）4/1入社の場合］

4/1
入社

10/1

◆対象者は、年次有給休暇が10日以上付与される労働者（管理監督者を含む）に限ります。
◆労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日（基準日）から1年以内に5日について、使用者が取得時季
を指定して与える必要があります。
◆年次有給休暇を5日以上取得済みの労働者に対しては、使用者による時季指定は不要です。

・使用者は、時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取し、その意見を尊重するよう努めなけ
ればなりません。
・使用者は、労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、3年間保存しなければなりません。

労働者 使用者

使用者の時季指定による取得（新設）

労働者 使用者

労働者が使用者に
取得時季を申出

使用者が労働者に
取得時季の意見を聴取

労働者の意見を尊重し
使用者が取得時季を指定

　休みます」 ｢○月×日に
　　休んでください」

｢○月×日に

4/1

10日付与（基準日）

10/1～翌9/30までの1年間に5日
取得時季を指定しなければならない。

9/30

（※）労働者が自ら申し出て取得した日数や、労使協定で取得時季を定めて与えた日数（計画的付与）については、5日から控除す
ることができます。
（例） ● 労働者が自ら5日取得した場合 ⇨　使用者の時季指定は不要

● 労働者が自ら3日取得＋計画的付与2日場合 ⇨　　　　　　〃
● 労働者が自ら3日取得した場合 ⇨　使用者は2日を時季指定
● 計画的付与で2日取得した場合 ⇨　　　〃　 3日　　〃　

年5日の年次有給休暇の確実な取得
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建設事業主等に対する主な助成金のご案内建設事業主等に対する主な助成金のご案内

石川働き方改革推進支援センターのご案内石川働き方改革推進支援センターのご案内

■人材開発支援助成金　建設労働者技能実習コース
雇用する建設労働者に有給で技能実習を受講させた建設事業主または建設事業主団体に対して助
成します。

■ 人材確保等支援助成金　若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）
若年および女性労働者の入職や定着を図ることを目的とした事業を行った建設事業主または建設
事業主団体に対して助成します。

■トライアル雇用助成金　若年・女性建設労働者トライアルコース
若年者（35歳未満）又は女性を建設技能労働者等として一定期間試行雇用し、トライアル雇用助
成金（一般トライアルコース又は障害者トライアルコース）の支給を受けた中小建設事業主に対
して助成します。
1人あたり月額最大4万円（最長3か月間）
　
　上記のほかにも、建設事業主に限らず活用できる助成金がございます。
　詳しくは厚生労働省のホームページをご覧ください。

■働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）
生産性を向上させ、労働時間の縮減や年次有給休暇の促進に向けた
環境整備に取り組む中小企業事業主の皆さまに対して助成します。　　

■働き方改革推進支援助成金（勤務間インターバル導入コース）
勤務間インターバルの導入に取り組む中小企業事業主の皆さまに対して助成します。

■業務改善助成金
生産性向上のための設備投資（機械設備、POS システム等の導入）などを行い、
事業場内最低賃金を一定額以上引き上げた場合、その設備投資などにかかった
費用の一部を助成します。

詳しくは厚生労働省のホームページ又は
石川働き方改革推進支援センターにお問い合わせください。

働き方改革関連法に関する相談のほか、労働時間管理のノウハウや賃金指導等の見直
し、助成金の活用など無料で相談に応じます。

　　　　（一社）石川県経営者協会内　フリーダイヤル ☎ 0120‐319‐339

石川労働局　職業対策課
電話　076（265）4428

石川労働局　雇用環境・均等室
電話　076（265）4429
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1　新型コロナウイルス感染症の影響下における建設業の位置づけ
　建設業は、社会資本整備の担い手であると同時に、災害時には最前線で地域社会の安全・
安心の確保を担う「地域の守り手」として、その社会的使命を果たしていく必要があり、国
の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、公共工事は社会の安定の
維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、継続を求められる事業として位置づけられて
います。

２　感染防止のための基本的な考え方
　事業者の皆様には、建設現場の立地や工事内容等を十分に踏まえ、建設現場やオフィス等
に移動する自動車内や移動経路、立寄先や通勤経路を含む周辺地域において、従業員等の感
染を防止するよう努めていただき、「三つの密」が生じ、クラスター感染発生リスクの高い状
況を回避するため、最大限の対策を講じていただくことが重要です。

３　建設現場における感染予防策
① 三つの密（密閉空間、密集場所、密接場面）の回避
 ・ �現場で多人数が集まる場面や密室・密閉空間における作業等において、他の作業員と出来
る限り一定の距離を保つ（2メートルを目安）ことや、作業現場の換気の励行等、対策に
万全を期す

 ・ �閉鎖もしくは狭い空間に多人数が集まる場面では、マスク着用は元より、工事エリアごと
に区画を設定し、人数制限を設けるほか、扉・窓の開放による自然換気、換気装置の設置
などにより感染を予防

② 衛生管理の徹底
 ・ �出勤前に、体温や新型コロナウイルスへの感染を疑われる症状の有無の確認
　（勤務中に体調が悪くなった作業員等は必要に応じ帰宅させ自宅待機）
 ・ �現場入場時の体温測定等、個々の現場における適切な健康管理
 ・ �消毒液（アルコール等）の設置や不特定の者が触れる箇所の定期的な消毒
 ・ �現場でのマスクやフェイスシールド等の着用や手洗いの励行
 ・ �ドアノブ、電気のスイッチ等の共有設備、重機等のハンドルや操作レバー等複数の従業員
が頻繁に触れる箇所のこまめな消毒の実施（必要に応じ、車両運転時に使い捨てゴム手袋
の着用）
 ・ �ゴミのこまめな回収、鼻水や唾液等がついたゴミはビニール袋に密閉

③ 熱中症の予防
 ・ �気温及び湿度が高い日においては、現場の状況に応じて新型コロナウイルス対策に伴う熱
中症リスクを軽減

建設業における
新型コロナウイルス感染予防対策について

トピックス
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４　本県建設現場における具体的な感染予防対策の取り組み

「３密」の回避

現場事務所での対人間隔の確保と換気 朝礼時の対人間隔の確保

衛生管理の徹底

建設機械の定期的な消毒 現場内の手すりやドアノブの消毒

検温による作業員等の健康管理 空気清浄機等の設置
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建設工事の請負契約の内容
■建設工事の請負契約の当事者は、契約の締結に際して
次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印を
して相互に交付しなければなりません。（建設業法第
19条第1項）
①工事内容
②請負代金の額
③工事着手の時期及び工事完成の時期
④工事を施工しない日又は時間帯
⑤前金払または出来高払の時期及び方法
⑥当事者の申し出があった場合における工期の変更、請
負代金の額の変更または損害の負担及びそれらの額
の算定方法に関する定め
⑦天災その他の不可抗力による工期の変更または損害
の負担及びその額の算定方法に関する定め
⑧価格等の変動若しくは変更に基づく請負代金の額また
は工事内容の変更
⑨工事の施工により第三者が損害を受けた場合における
賠償金の負担に関する定め
⑩注文者が工事に使用する資材を提供し、または建設機
械その他の機械を貸与するときは、その内容及び方法
に関する定め

⑪注文者が工事の全部または一部の完成を確認するた
めの検査の時期及び方法並びに引渡しの時期
⑫工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法
⑬工事目的物の瑕疵担保責任または瑕疵担保責任に関
する保証等の措置に関する定めをするときは、その内
容
⑭各当事者の履行の遅滞その他の債務の不履行の場合
における遅延利息、違約金その他の損害金
⑮契約に関する紛争の解決方法

不当に低い請負代金の禁止
■注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、原
価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約を
締結してはいけません。（法第19条の３）

注文書、請書の場合
■当事者間で基本契約書を締結した上で、具体の取引に
ついては注文書及び請書の交換による場合（通達）
①基本契約書には、個別の注文書及び請書に記載される
事項を除き、前頁①～⑭（法第19条第1項各号）に掲げ
る事項を記載し、当事者の署名又は記名押印をして相
互に交付してください。
②注文書及び請書には、前頁①～③（法第19条第1項第
1号から第3号）までに掲げる事項その他必要な事項を
記載してください。
③注文書及び請書には、それぞれ注文書及び請書に記載
されている事項以外の事項については基本契約書の
定めによるべきことを明記してください。
④注文書には注文者が、請書には請負業者がそれぞれ署
名又は記名押印してください。

■注文書及び請書の交換のみによる場合（通達）
①注文書及び請書のそれぞれに、同内容の基本契約約款
を添付又は印刷してください。
②基本契約約款には、注文書及び請書の個別的記載事項
を除き、前頁①～⑭（法第19条第1項各号）に掲げる事
項を記載してください。
③注文書又は請書と基本契約約款が複数枚に及ぶ場合
には、割印を押してください。
④注文書及び請書の個別記載欄には、前頁①～③ （法第
19条第1項第1号から第3号）までに掲げる事項その他
必要な事項を記載してください。
⑤注文書及び請書の個別的記載欄には、それぞれの個別
的記載欄に記載されている事項以外の事項について
は基本契約約款の定めによるべきことを明記してくだ
さい。
⑥注文書には注文者が、請書には請負業者がそれぞれ署
名又は記名押印してください。

請負業者注文者

両者の
合意

基本契約約款を
忘れずに…と
署名・押印よし

署名・記名
押印OKだ
割印もOKだ

産廃処理費や建退共証紙の費用負担も明記しましょう

契約は必要事項を書面に記載し、
署名又は記名押印をして、相互に交付。

請負業者の保護と建設工事の的確な施工のため、
不当に低い請負代金での契約は禁止。

注文書にも請書にも、基本契約約款を添付。

不当な使用資材等の購入強制の禁止
■注文者は、請負契約の締結後、自己の取引上の地位を
不当に利用して、その注文した建設工事に使用する資
材もしくは機械器具又はこれらの購入先を指定し、これ
らを請負業者に購入させて、その利益を害してはいけ
ません。（法第19条の４）

下請負業者の意見の聴取
■元請業者は、その請け負った建設工事を施工するため
に必要な工程の細目、作業方法その他元請業者におい
て定めるべき事項を定めようとするときは、あらかじ
め、下請業者の意見を聞かなければなりません。（法第
24条の２）

下請代金の支払
■下請契約における元請業者は、出来形払又は完成払を
受けたときは、支払の対象となった工事を施工した下
請契約における下請業者に、当該支払を受けた日から
１ヵ月以内で、かつ、できる限り短い期間内に下請代金
を支払わなければなりません。（法第24条の３第１項）
　また、下請契約における代金の支払は、できる限り現金
払とします。

両
者
の
合
意 請負業者注文者

注文書・請書

注文者が資材や機械器具、またその購入先を
強制的に指定することは禁止。

元請業者は、工程や作業方法等を定めるときは、
あらかじめ下請業者の意見を聞くこと。

元請業者は、注文者からの支払後１ヶ月以内に
下請業者に下請代金をできる限り現金で全額支払うこと。

誠実に
履行
します

請負契約書請負契約書

契
約
約
款

請負業者注文者

これじゃ
必要な原価に
達しません

この額で
請負わないなら
次から

注文しないよ

請負業者

注文者

資材は●●●●から
購入するように

あそこのは
高くて品質も良くない

ですよ…

下請業者

元請業者

すべてこちらの
決めたとおりに
やってもらわない

と困る

ですが、
そのやり方には
無理があります

下請業者

元請業者
工事が完成して　　　　
支払期日が来て　　
いるのに２ヶ月後に
支払うなんて

　　　ムチャですよ

下請さんへの
支払いは、
２ヶ月後だよ

注文者
（施主）

工事完成
代金です

￥

著しく短い工期の禁止
■注文者は、その注文した建設工事を施工するために通
常必要と認められる期間に比べて著しく短い期間を工
期とする請負契約を締結してはいけません。（法第19
条の5）

長時間労働を前提とした短い工期での工事は、
事故の発生や手抜き工事にもつながるおそれがあるため、
適正な工期設定を行う必要があります。 請負業者

注文者

残業してでも
1か月で

完成させるように。

この工事だと
2か月はかかりますよ…

1　トラブル回避のポイント
　元請業者と下請業者の請負契約は、建設業法等関係法令に従い、次の点に注意し、トラブ
ルを回避しましょう。

元請業者と下請業者の
適正な契約に関する留意事項第4章
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建設工事の請負契約の内容
■建設工事の請負契約の当事者は、契約の締結に際して
次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印を
して相互に交付しなければなりません。（建設業法第
19条第1項）
①工事内容
②請負代金の額
③工事着手の時期及び工事完成の時期
④工事を施工しない日又は時間帯
⑤前金払または出来高払の時期及び方法
⑥当事者の申し出があった場合における工期の変更、請
負代金の額の変更または損害の負担及びそれらの額
の算定方法に関する定め
⑦天災その他の不可抗力による工期の変更または損害
の負担及びその額の算定方法に関する定め
⑧価格等の変動若しくは変更に基づく請負代金の額また
は工事内容の変更
⑨工事の施工により第三者が損害を受けた場合における
賠償金の負担に関する定め
⑩注文者が工事に使用する資材を提供し、または建設機
械その他の機械を貸与するときは、その内容及び方法
に関する定め

⑪注文者が工事の全部または一部の完成を確認するた
めの検査の時期及び方法並びに引渡しの時期
⑫工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法
⑬工事目的物の瑕疵担保責任または瑕疵担保責任に関
する保証等の措置に関する定めをするときは、その内
容
⑭各当事者の履行の遅滞その他の債務の不履行の場合
における遅延利息、違約金その他の損害金
⑮契約に関する紛争の解決方法

不当に低い請負代金の禁止
■注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、原
価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約を
締結してはいけません。（法第19条の３）

注文書、請書の場合
■当事者間で基本契約書を締結した上で、具体の取引に
ついては注文書及び請書の交換による場合（通達）
①基本契約書には、個別の注文書及び請書に記載される
事項を除き、前頁①～⑭（法第19条第1項各号）に掲げ
る事項を記載し、当事者の署名又は記名押印をして相
互に交付してください。
②注文書及び請書には、前頁①～③（法第19条第1項第
1号から第3号）までに掲げる事項その他必要な事項を
記載してください。
③注文書及び請書には、それぞれ注文書及び請書に記載
されている事項以外の事項については基本契約書の
定めによるべきことを明記してください。
④注文書には注文者が、請書には請負業者がそれぞれ署
名又は記名押印してください。

■注文書及び請書の交換のみによる場合（通達）
①注文書及び請書のそれぞれに、同内容の基本契約約款
を添付又は印刷してください。
②基本契約約款には、注文書及び請書の個別的記載事項
を除き、前頁①～⑭（法第19条第1項各号）に掲げる事
項を記載してください。
③注文書又は請書と基本契約約款が複数枚に及ぶ場合
には、割印を押してください。
④注文書及び請書の個別記載欄には、前頁①～③ （法第
19条第1項第1号から第3号）までに掲げる事項その他
必要な事項を記載してください。
⑤注文書及び請書の個別的記載欄には、それぞれの個別
的記載欄に記載されている事項以外の事項について
は基本契約約款の定めによるべきことを明記してくだ
さい。
⑥注文書には注文者が、請書には請負業者がそれぞれ署
名又は記名押印してください。

請負業者注文者

両者の
合意

基本契約約款を
忘れずに…と
署名・押印よし

署名・記名
押印OKだ
割印もOKだ

産廃処理費や建退共証紙の費用負担も明記しましょう

契約は必要事項を書面に記載し、
署名又は記名押印をして、相互に交付。

請負業者の保護と建設工事の的確な施工のため、
不当に低い請負代金での契約は禁止。

注文書にも請書にも、基本契約約款を添付。

不当な使用資材等の購入強制の禁止
■注文者は、請負契約の締結後、自己の取引上の地位を
不当に利用して、その注文した建設工事に使用する資
材もしくは機械器具又はこれらの購入先を指定し、これ
らを請負業者に購入させて、その利益を害してはいけ
ません。（法第19条の４）

下請負業者の意見の聴取
■元請業者は、その請け負った建設工事を施工するため
に必要な工程の細目、作業方法その他元請業者におい
て定めるべき事項を定めようとするときは、あらかじ
め、下請業者の意見を聞かなければなりません。（法第
24条の２）

下請代金の支払
■下請契約における元請業者は、出来形払又は完成払を
受けたときは、支払の対象となった工事を施工した下
請契約における下請業者に、当該支払を受けた日から
１ヵ月以内で、かつ、できる限り短い期間内に下請代金
を支払わなければなりません。（法第24条の３第１項）
　また、下請契約における代金の支払は、できる限り現金
払とします。

両
者
の
合
意 請負業者注文者

注文書・請書

注文者が資材や機械器具、またその購入先を
強制的に指定することは禁止。

元請業者は、工程や作業方法等を定めるときは、
あらかじめ下請業者の意見を聞くこと。

元請業者は、注文者からの支払後１ヶ月以内に
下請業者に下請代金をできる限り現金で全額支払うこと。

誠実に
履行
します

請負契約書請負契約書

契
約
約
款

請負業者注文者

これじゃ
必要な原価に
達しません

この額で
請負わないなら
次から

注文しないよ

請負業者

注文者

資材は●●●●から
購入するように

あそこのは
高くて品質も良くない

ですよ…

下請業者

元請業者

すべてこちらの
決めたとおりに
やってもらわない

と困る

ですが、
そのやり方には
無理があります

下請業者

元請業者
工事が完成して　　　　
支払期日が来て　　
いるのに２ヶ月後に
支払うなんて

　　　ムチャですよ

下請さんへの
支払いは、
２ヶ月後だよ

注文者
（施主）

工事完成
代金です

￥

著しく短い工期の禁止
■注文者は、その注文した建設工事を施工するために通
常必要と認められる期間に比べて著しく短い期間を工
期とする請負契約を締結してはいけません。（法第19
条の5）

長時間労働を前提とした短い工期での工事は、
事故の発生や手抜き工事にもつながるおそれがあるため、
適正な工期設定を行う必要があります。 請負業者

注文者

残業してでも
1か月で

完成させるように。

この工事だと
2か月はかかりますよ…
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検査及び引渡し
■元請業者は、下請業者からその請け負った建設工事が
完成した旨の通知を受けたときは、当該通知を受けた
日から20日以内で、かつ、できる限り短い期間内に、そ
の完成を確認するための検査を完了しなければなりま
せん。（法第24条の４第１項）

■元請業者は、前項の検査によって建設工事の完成を確
認した後、下請業者が申し出たときは、直ちに、当該建
設工事の目的物の引渡しを受けなければなりません。
ただし、下請契約において定められた工事完成の時期
から20日を経過した日以前の一定の日に引渡しを受け
る旨の特約がされている場合には、この限りではあり
ません。（法第24条の４第２項）

特定建設業者の下請代金の支払
■特定建設業者である注文者は、受注者（特定建設業者
及び資本金額が4,000万円以上の法人は除く。）に対
し、引渡しの申出の日から50日以内で、かつ、できる限
り短い期間内に下請代金を支払わなければなりませ
ん。（法第24条の５第１項）

■特定建設業者である注文者は、受注者（特定建設業者
及び資本金額4,000万円以上の法人は除く。）に対し、
下請代金の支払につき、その支払期日までに一般の金
融機関の割引きを受けることが困難な手形を交付して
はなりません。（法第24条の５第３項）

■下請契約における代金の支払は、請求書提出締切日か
ら支払日（手形の場合は手形振出日）までの期間をでき
る限り短くしなければなりません。（通達）

■下請契約における代金の支払は、できる限り現金払と
し、現金払と手形払を併用する場合であっても、支払代
金に占める現金の比率を高めるとともに、少なくとも労
務費相当分については、現金払としなければなりませ
ん。（通達）

■下請代金の支払に係る手形の手形期間は、120日以内
とすることは当然として、段階的に短縮して将来的には
60日以内とするよう努めるとともに、できる限り短い期
間としなければなりません。（通達）

元請業者は、建設工事の完成通知を受けて20日以内に検査を完了し、
下請業者から申し出があれば、直ちに引渡しを受けること。ただし、特約がある場合は20日以内で。

特定建設業者は、下請業者からの引渡申出日から50日以内に下請業者に
下請代金をできる限り現金で全額支払うこと。

建設工事紛争審査会

下請業者

下請業者
特定許可の
元請業者

元請業者

今月の支払い締切は
終わったんで、来月まで

待ってくれ。
それと、引渡しを

受けるまで、完成物の
現場管理は頼むよ。

引き渡しは
終わっているんだから
50日以内に全額
支払って下さいよ。

留保分は
３ヶ月後に
支払うから…

完成の通知はとっくに
出してあるんですから、
20日以内に検査して
もらわないと…

  審査会の目的
　発注者（元請業者）が請負代金を支払ってくれないなど、建設工事の請負契約に関する紛争につい
て、迅速かつ簡便な解決を図ることを目的として、建設業法に基づき設置された公的機関です。

  紛争解決の方法
　審査会の委員が、当事者双方の主張を聴き、原則として当事者双方から提出された証拠を基に紛
争の解決を図ります。

  審査会の委員
　建設工事に関する技術や法律・商慣行等の専門家として、弁護士、一級建築士などが委員となって
おり、公正・中立な立場に立って紛争の解決にあたります。

  手続の種類
　「あっせん」「調停」及び「仲裁」の３種類があり、いずれの手続も原則非公開で行われます。

  紛争処理に要する費用
　紛争処理の手続を行うには、申請手数料・通信運搬費・その他書類作成等の費用が必要です。原則
として、両当事者はそれぞれ各自の出費分を負担することになっています。

問い合わせ先 石川県土木部監理課建設業振興グループ
電話：076-225-1712　FAX：076-225-1714

約束手
形

検査及び引渡し
■元請業者は、下請業者からその請け負った建設工事が
完成した旨の通知を受けたときは、当該通知を受けた
日から20日以内で、かつ、できる限り短い期間内に、そ
の完成を確認するための検査を完了しなければなりま
せん。（法第24条の４第１項）

■元請業者は、前項の検査によって建設工事の完成を確
認した後、下請業者が申し出たときは、直ちに、当該建
設工事の目的物の引渡しを受けなければなりません。
ただし、下請契約において定められた工事完成の時期
から20日を経過した日以前の一定の日に引渡しを受け
る旨の特約がされている場合には、この限りではあり
ません。（法第24条の４第２項）

特定建設業者の下請代金の支払
■特定建設業者である注文者は、受注者（特定建設業者
及び資本金額が4,000万円以上の法人は除く。）に対
し、引渡しの申出の日から50日以内で、かつ、できる限
り短い期間内に下請代金を支払わなければなりませ
ん。（法第24条の５第１項）

■特定建設業者である注文者は、受注者（特定建設業者
及び資本金額4,000万円以上の法人は除く。）に対し、
下請代金の支払につき、その支払期日までに一般の金
融機関の割引きを受けることが困難な手形を交付して
はなりません。（法第24条の５第３項）

■下請契約における代金の支払は、請求書提出締切日か
ら支払日（手形の場合は手形振出日）までの期間をでき
る限り短くしなければなりません。（通達）

■下請契約における代金の支払は、できる限り現金払と
し、現金払と手形払を併用する場合であっても、支払代
金に占める現金の比率を高めるとともに、少なくとも労
務費相当分については、現金払としなければなりませ
ん。（通達）

■下請代金の支払に係る手形の手形期間は、120日以内
とすることは当然として、段階的に短縮して将来的には
60日以内とするよう努めるとともに、できる限り短い期
間としなければなりません。（通達）

元請業者は、建設工事の完成通知を受けて20日以内に検査を完了し、
下請業者から申し出があれば、直ちに引渡しを受けること。ただし、特約がある場合は20日以内で。

特定建設業者は、下請業者からの引渡申出日から50日以内に下請業者に
下請代金をできる限り現金で全額支払うこと。

建設工事紛争審査会

下請業者

下請業者
特定許可の
元請業者

元請業者

今月の支払い締切は
終わったんで、来月まで

待ってくれ。
それと、引渡しを

受けるまで、完成物の
現場管理は頼むよ。

引き渡しは
終わっているんだから
50日以内に全額
支払って下さいよ。

留保分は
３ヶ月後に
支払うから…

完成の通知はとっくに
出してあるんですから、
20日以内に検査して
もらわないと…

  審査会の目的
　発注者（元請業者）が請負代金を支払ってくれないなど、建設工事の請負契約に関する紛争につい
て、迅速かつ簡便な解決を図ることを目的として、建設業法に基づき設置された公的機関です。

  紛争解決の方法
　審査会の委員が、当事者双方の主張を聴き、原則として当事者双方から提出された証拠を基に紛
争の解決を図ります。

  審査会の委員
　建設工事に関する技術や法律・商慣行等の専門家として、弁護士、一級建築士などが委員となって
おり、公正・中立な立場に立って紛争の解決にあたります。

  手続の種類
　「あっせん」「調停」及び「仲裁」の３種類があり、いずれの手続も原則非公開で行われます。

  紛争処理に要する費用
　紛争処理の手続を行うには、申請手数料・通信運搬費・その他書類作成等の費用が必要です。原則
として、両当事者はそれぞれ各自の出費分を負担することになっています。

問い合わせ先 石川県土木部監理課建設業振興グループ
電話：076-225-1712　FAX：076-225-1714

約束手
形
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検査及び引渡し
■元請業者は、下請業者からその請け負った建設工事が
完成した旨の通知を受けたときは、当該通知を受けた
日から20日以内で、かつ、できる限り短い期間内に、そ
の完成を確認するための検査を完了しなければなりま
せん。（法第24条の４第１項）

■元請業者は、前項の検査によって建設工事の完成を確
認した後、下請業者が申し出たときは、直ちに、当該建
設工事の目的物の引渡しを受けなければなりません。
ただし、下請契約において定められた工事完成の時期
から20日を経過した日以前の一定の日に引渡しを受け
る旨の特約がされている場合には、この限りではあり
ません。（法第24条の４第２項）

特定建設業者の下請代金の支払
■特定建設業者である注文者は、受注者（特定建設業者
及び資本金額が4,000万円以上の法人は除く。）に対
し、引渡しの申出の日から50日以内で、かつ、できる限
り短い期間内に下請代金を支払わなければなりませ
ん。（法第24条の５第１項）

■特定建設業者である注文者は、受注者（特定建設業者
及び資本金額4,000万円以上の法人は除く。）に対し、
下請代金の支払につき、その支払期日までに一般の金
融機関の割引きを受けることが困難な手形を交付して
はなりません。（法第24条の５第３項）

■下請契約における代金の支払は、請求書提出締切日か
ら支払日（手形の場合は手形振出日）までの期間をでき
る限り短くしなければなりません。（通達）

■下請契約における代金の支払は、できる限り現金払と
し、現金払と手形払を併用する場合であっても、支払代
金に占める現金の比率を高めるとともに、少なくとも労
務費相当分については、現金払としなければなりませ
ん。（通達）

■下請代金の支払に係る手形の手形期間は、120日以内
とすることは当然として、段階的に短縮して将来的には
60日以内とするよう努めるとともに、できる限り短い期
間としなければなりません。（通達）

元請業者は、建設工事の完成通知を受けて20日以内に検査を完了し、
下請業者から申し出があれば、直ちに引渡しを受けること。ただし、特約がある場合は20日以内で。

特定建設業者は、下請業者からの引渡申出日から50日以内に下請業者に
下請代金をできる限り現金で全額支払うこと。

建設工事紛争審査会

下請業者

下請業者
特定許可の
元請業者

元請業者

今月の支払い締切は
終わったんで、来月まで

待ってくれ。
それと、引渡しを

受けるまで、完成物の
現場管理は頼むよ。

引き渡しは
終わっているんだから
50日以内に全額
支払って下さいよ。

留保分は
３ヶ月後に
支払うから…

完成の通知はとっくに
出してあるんですから、
20日以内に検査して
もらわないと…

  審査会の目的
　発注者（元請業者）が請負代金を支払ってくれないなど、建設工事の請負契約に関する紛争につい
て、迅速かつ簡便な解決を図ることを目的として、建設業法に基づき設置された公的機関です。

  紛争解決の方法
　審査会の委員が、当事者双方の主張を聴き、原則として当事者双方から提出された証拠を基に紛
争の解決を図ります。

  審査会の委員
　建設工事に関する技術や法律・商慣行等の専門家として、弁護士、一級建築士などが委員となって
おり、公正・中立な立場に立って紛争の解決にあたります。

  手続の種類
　「あっせん」「調停」及び「仲裁」の３種類があり、いずれの手続も原則非公開で行われます。

  紛争処理に要する費用
　紛争処理の手続を行うには、申請手数料・通信運搬費・その他書類作成等の費用が必要です。原則
として、両当事者はそれぞれ各自の出費分を負担することになっています。

問い合わせ先 石川県土木部監理課建設業振興グループ
電話：076-225-1712　FAX：076-225-1714

約束手
形

あっせん 調　　停 仲　　裁

趣 旨 当事者の歩み寄りによる解決を目指す。 裁判所に代わって
判断を下す。

担当委員 原則 1名 3名 3名

審理回数 1 〜 2回程度 3〜 5回程度 必要な回数

解決した
場 合 の
効 力

民法上の和解としての効力
（別途公正証書を作成したり確定判決を得たりしな
いと強制執行ができない。）

裁判所の確定判決と同
じような効力（執行決
定を得て強制執行がで
きる。）

特 色
調停の手続を簡略にし
たもので、技術的・法
律的な争点が少ない場
合に適する。

技術的・法律的な争点
が多い場合に適する。
場合によっては、調停
案を示すこともある。

裁判に代わる手続で、
一審制。仲裁判断の内
容については裁判所で
も争えない。

そ の 他 －－－－－－－－－－－－－－－－ 仲裁合意が必要

2　当事者間で解決ができなくなった場合
　当事者双方での話し合いによる解決が原則ですが、それで解決できない場合は、裁判の民
事調停及び民事訴訟等を検討することになります。
　なお、建設業法の規定により、建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るため、国土
交通省及び各都道府県に「建設工事紛争審査会」が設置されています。
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「誇れる仕事を未来へ」働き方改革そして永続する企業へ
真柄建設 株式会社

会社概要
代 表 者 代表取締役社長　真柄  卓司
資 本 金 35,000万円
直近決算売上高 21,543,614千円

所 在 地 金沢市彦三町1-13-43
従 業 員 数 247名
連 絡 先 TEL 076-231-1266

社員の誇りへと繋げる技術開発の取組み
　建設業での生産性の向上には、機械化、ロボット化及び省エネルギーの技術開発が不可欠です。これら
の技術開発を継続し、社会ニーズに応えていくことが、技術の向上そして社員の誇りへと繋がります。真
柄建設では、社会的に要求されている下水道リニューアルに向け、当社の独自技術である塩化ビニル推
進管での長距離曲線推進が可能な「ベル工法（管内測量はジャイロによる自動計測）」、塩化ビニル推進管
での改築推進が可能な「ベルリプレイス工法」、持続可能な社会の実現に貢献する太陽光発電事業を展
開しています。

人材育成とダイバーシティ
 日本社会では、人権、少子高齢化によって引き起こされる労働力人口減少に対応できる人材確保といっ
た両方の視点から、多様性を生かすことが事業の成長と企業の発展を促すと認識されています。そのよ
うな状況下において、社員一人ひとりが働きやすい職場づくりは必須です。「ものづくり」の原点は「人づく
り」であるとの考えから、その取組みを推進しています。真柄建設では、OJTと集合研修を軸に人材育成
制度を充実させてきました。年代別、職種別にカリキュラムの整備など関係部門と連携し、人事部の統括
管理のもと実施しています。また、「好きこそ物の上手なれ」という言葉にあるように、この仕事のおもしろ
さや大切さを次世代の建設技術者に伝えていくことも重要な使命と考え、学生への講演会や現場見学会
等の取組みを推進しています。

　2019年8月に「子育てサポート企業」として厚生労働省の「くるみん認定」を取得しました。内勤・外勤と
もの男女社員の育児休暇取得促進など、社員が仕事と家庭を両立しつつ、その能力を発揮できる環境整
備にも取組んでいます。

真柄建設の目指す働き方改革
　少子高齢化が進む中で、政府が掲げる「一億総活躍社会」の実現に向けた働き方改革の取組みが、日本
中で加速しています。特に建設業では長時間労働が常態化しているという問題に向き合い、真柄建設で
は「働き方改革」の実現によるワークライフバランスの向上を最優先事項と位置付け「生産性の向上」「技
術開発」「人材育成」を柱に、集う人の笑顔と活力ある職場で地域に貢献する企業を目指します。

生産性向上のための取組み
　建設業界全体の課題として、将来における担い手不足が懸念される中、安全確保への取組みや、生産
性の向上を含めた働き方改革は、持続的成長を実現する上での最重要課題です。
　真柄建設では人材の確保や投資、技術的には、調査、計画・設計、施工、維持管理の一連の過程において
3次元モデルを活用する手法、建築ではBIM、土木ではCIMの体制構築から、作業現場でのICT活用へと
注力しています。また、DX（デジタル トランスフォーメーション）への取り組みや現場見学会を開催するな
どITの浸透によるビジネスモデルの改新や施工技術を水平展開し、ベテラン社員から若手社員まで隔た
り無くスキルアップを図り、安定した技術力を積み重ねる事で、「信頼できる企業」「永続する企業」を目指
して日々研鑚を重ねています。

建築構造物のプレキャスト工法現場 ＩＣＴ活用の土工事
（Everyday Droneによる土量管理）

ＩＣＴ活用のコンクリートはつり工事
（ツインヘッダー採用）

ベル工法（長距離曲線推進工法） ベルリプレイス工法（改築推進工法） 太陽光発電事業

2019年認定　くるみん☆ 学生への現場見学会
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「誇れる仕事を未来へ」働き方改革そして永続する企業へ
真柄建設 株式会社

会社概要
代 表 者 代表取締役社長　真柄  卓司
資 本 金 35,000万円
直近決算売上高 21,543,614千円

所 在 地 金沢市彦三町1-13-43
従 業 員 数 247名
連 絡 先 TEL 076-231-1266

社員の誇りへと繋げる技術開発の取組み
　建設業での生産性の向上には、機械化、ロボット化及び省エネルギーの技術開発が不可欠です。これら
の技術開発を継続し、社会ニーズに応えていくことが、技術の向上そして社員の誇りへと繋がります。真
柄建設では、社会的に要求されている下水道リニューアルに向け、当社の独自技術である塩化ビニル推
進管での長距離曲線推進が可能な「ベル工法（管内測量はジャイロによる自動計測）」、塩化ビニル推進管
での改築推進が可能な「ベルリプレイス工法」、持続可能な社会の実現に貢献する太陽光発電事業を展
開しています。

人材育成とダイバーシティ
 日本社会では、人権、少子高齢化によって引き起こされる労働力人口減少に対応できる人材確保といっ
た両方の視点から、多様性を生かすことが事業の成長と企業の発展を促すと認識されています。そのよ
うな状況下において、社員一人ひとりが働きやすい職場づくりは必須です。「ものづくり」の原点は「人づく
り」であるとの考えから、その取組みを推進しています。真柄建設では、OJTと集合研修を軸に人材育成
制度を充実させてきました。年代別、職種別にカリキュラムの整備など関係部門と連携し、人事部の統括
管理のもと実施しています。また、「好きこそ物の上手なれ」という言葉にあるように、この仕事のおもしろ
さや大切さを次世代の建設技術者に伝えていくことも重要な使命と考え、学生への講演会や現場見学会
等の取組みを推進しています。

　2019年8月に「子育てサポート企業」として厚生労働省の「くるみん認定」を取得しました。内勤・外勤と
もの男女社員の育児休暇取得促進など、社員が仕事と家庭を両立しつつ、その能力を発揮できる環境整
備にも取組んでいます。

真柄建設の目指す働き方改革
　少子高齢化が進む中で、政府が掲げる「一億総活躍社会」の実現に向けた働き方改革の取組みが、日本
中で加速しています。特に建設業では長時間労働が常態化しているという問題に向き合い、真柄建設で
は「働き方改革」の実現によるワークライフバランスの向上を最優先事項と位置付け「生産性の向上」「技
術開発」「人材育成」を柱に、集う人の笑顔と活力ある職場で地域に貢献する企業を目指します。

生産性向上のための取組み
　建設業界全体の課題として、将来における担い手不足が懸念される中、安全確保への取組みや、生産
性の向上を含めた働き方改革は、持続的成長を実現する上での最重要課題です。
　真柄建設では人材の確保や投資、技術的には、調査、計画・設計、施工、維持管理の一連の過程において
3次元モデルを活用する手法、建築ではBIM、土木ではCIMの体制構築から、作業現場でのICT活用へと
注力しています。また、DX（デジタル トランスフォーメーション）への取り組みや現場見学会を開催するな
どITの浸透によるビジネスモデルの改新や施工技術を水平展開し、ベテラン社員から若手社員まで隔た
り無くスキルアップを図り、安定した技術力を積み重ねる事で、「信頼できる企業」「永続する企業」を目指
して日々研鑚を重ねています。

建築構造物のプレキャスト工法現場 ＩＣＴ活用の土工事
（Everyday Droneによる土量管理）

ＩＣＴ活用のコンクリートはつり工事
（ツインヘッダー採用）

ベル工法（長距離曲線推進工法） ベルリプレイス工法（改築推進工法） 太陽光発電事業

2019年認定　くるみん☆ 学生への現場見学会
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古い殻を破り新生トーケンを創り上げてきた「胎動塾」
　企業理念は、「未来への胎動」不易流行、変化を恐れず未来に向かって胎動する。建設総合サービス業
のトーケンでは、従来の企業風土や建設業界特有の固定概念に捉われることなく、社員が共に成長して時
代を生き抜く力を身につけていくために、社内発表会「胎動塾」がスタートし
ました。

　
　金沢本社・小松本社と現場事務所を含めた16拠点を繋ぐテレビ会議シス
テムやスカイプを活用してリアルタイムで参加（移動時間が削減）でき、不参
加者については、後日発表動画を後から視聴可能です。

「成長」と「生き抜く力の体得」で逞しい企業を目指す
株式会社 トーケン

会社概要
代 表 者 代表取締役社長　伊野  博俊
資 本 金 7,000万円
直近決算売上高 グループにて　10,215,216千円

所 在 地 金沢市入江3-25
従 業 員 数 グループにて　81名
連 絡 先 TEL 076-291-8818（代表）

胎動塾の発表例　（働き方改革は宝の山）と効果

　当社では働き方改革を人材戦略と捉え重要課題としていたことから、胎動塾ではシリーズのテーマとし
ました。「働き方改革は宝の山」をスローガンに、働きがい・やりがいのある働き方の実現のため、生産性向
上に繋がるよう現場のICT化（現場ライブカメラ、現場タブレット、電子黒板・写真管理、電子労務・安全衛
生管理、電子承認、BIM、本社と現場を繋ぐテレビ会議等を導入）を推進して働きやすい環境づくりを進め
ています。また、女性課長が中心となって現場を支援する「生産支援センター」を新設するなど、従来現場
で行っていた事務作業を生産支援センターで行うことで、現場の負荷軽減が実現しています。
　胎動塾では、このように重要課題をテーマに取り上げることによって、講師となる社員自らが意識改革
をする中で、経営方針を認識して自ら実行することとなり、課題解決の原動力と社員の成長に繋がってい
ます。働き方改革を推進していく上でも、胎動塾を通して社員同士に共感と理解が進み、連帯感・一体感
が生まれ、社内が活性化しています。

胎動塾の今後の深化（働きがい、やりがいのある企業へ）
　今年4月より新たにトーケンアカデミー「未来への胎動塾」を開校しました。
このアカデミーは、胎動塾を発展させた新入社員や若手社員の早期戦力化
の為の新たな研修所です。胎動塾と共に、このアカデミーが車の両輪のよう
にして働き、活き活きとした職場づくりとなるよう進めています。
　胎動塾は成長の原点と自負しています。この胎動塾が一石三鳥もの効果と
なり、トーケンの業績拡大に貢献しています。この取り組みは、特別な投資を
必要としないことから、共感できる企業の皆様のご参考になれば幸いです。
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胎動塾発表の様子

胎動塾のテーマと役割（意識改革と自己研鑽により社員の成長を促す）

テレビ会議で胎動塾に参加

現場ライブカメラの活用

BIMの活用
胎動塾の発表例

トーケンアカデミー開校式

テレビ会議で女性部会
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「胎動塾」概要 （変化が激しく先行きが不透明だった2008年～12年間継続）
講　師 ： 社長が毎年24名の社員を講師に指名
テーマ ： 社長が講師社員にふさわしい「学ぶべきテーマ」を与える
聴　講 ： 役員を含めた全社員
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古い殻を破り新生トーケンを創り上げてきた「胎動塾」
　企業理念は、「未来への胎動」不易流行、変化を恐れず未来に向かって胎動する。建設総合サービス業
のトーケンでは、従来の企業風土や建設業界特有の固定概念に捉われることなく、社員が共に成長して時
代を生き抜く力を身につけていくために、社内発表会「胎動塾」がスタートし
ました。

　
　金沢本社・小松本社と現場事務所を含めた16拠点を繋ぐテレビ会議シス
テムやスカイプを活用してリアルタイムで参加（移動時間が削減）でき、不参
加者については、後日発表動画を後から視聴可能です。

「成長」と「生き抜く力の体得」で逞しい企業を目指す
株式会社 トーケン

会社概要
代 表 者 代表取締役社長　伊野  博俊
資 本 金 7,000万円
直近決算売上高 グループにて　10,215,216千円

所 在 地 金沢市入江3-25
従 業 員 数 グループにて　81名
連 絡 先 TEL 076-291-8818（代表）

胎動塾の発表例　（働き方改革は宝の山）と効果

　当社では働き方改革を人材戦略と捉え重要課題としていたことから、胎動塾ではシリーズのテーマとし
ました。「働き方改革は宝の山」をスローガンに、働きがい・やりがいのある働き方の実現のため、生産性向
上に繋がるよう現場のICT化（現場ライブカメラ、現場タブレット、電子黒板・写真管理、電子労務・安全衛
生管理、電子承認、BIM、本社と現場を繋ぐテレビ会議等を導入）を推進して働きやすい環境づくりを進め
ています。また、女性課長が中心となって現場を支援する「生産支援センター」を新設するなど、従来現場
で行っていた事務作業を生産支援センターで行うことで、現場の負荷軽減が実現しています。
　胎動塾では、このように重要課題をテーマに取り上げることによって、講師となる社員自らが意識改革
をする中で、経営方針を認識して自ら実行することとなり、課題解決の原動力と社員の成長に繋がってい
ます。働き方改革を推進していく上でも、胎動塾を通して社員同士に共感と理解が進み、連帯感・一体感
が生まれ、社内が活性化しています。

胎動塾の今後の深化（働きがい、やりがいのある企業へ）
　今年4月より新たにトーケンアカデミー「未来への胎動塾」を開校しました。
このアカデミーは、胎動塾を発展させた新入社員や若手社員の早期戦力化
の為の新たな研修所です。胎動塾と共に、このアカデミーが車の両輪のよう
にして働き、活き活きとした職場づくりとなるよう進めています。
　胎動塾は成長の原点と自負しています。この胎動塾が一石三鳥もの効果と
なり、トーケンの業績拡大に貢献しています。この取り組みは、特別な投資を
必要としないことから、共感できる企業の皆様のご参考になれば幸いです。
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胎動塾発表の様子

胎動塾のテーマと役割（意識改革と自己研鑽により社員の成長を促す）

テレビ会議で胎動塾に参加

現場ライブカメラの活用

BIMの活用
胎動塾の発表例

トーケンアカデミー開校式

テレビ会議で女性部会
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「胎動塾」概要 （変化が激しく先行きが不透明だった2008年～12年間継続）
講　師 ： 社長が毎年24名の社員を講師に指名
テーマ ： 社長が講師社員にふさわしい「学ぶべきテーマ」を与える
聴　講 ： 役員を含めた全社員
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地域住民の充実した安全・安心を提供する建設業を目指して
寺井建設 株式会社

会社概要
代 表 者 寺井  裕
資 本 金 3,100万円
直近決算売上高 １,６６６,４５４千円

所 在 地 羽咋郡志賀町富来領家町子の１６
従 業 員 数 32名
連 絡 先 TEL ０７６７-４２-０１３６

働き方改革について
　働き方改革向けて重要なことは労働、拘束時間の短縮だと考えています。しかし、それによって生産性
が下がるのでは事業者として継続していけないため、生産性が継続的に向上していく組織づくりが大事
だと考えています。例えば、クラウドシステムを活用して情報共有を行い極力会社に来なくてもよい仕組
みづくりや、iコンストラクションのICT施工の導入により技術者の労働時間の短縮を図っています。

iコンストラクションの導入
　ICT施工の導入をして約5年が経ちますが、3次元起工測量をすることにより、現地確認をせずともPC
上で確認することができたり、3次元設計データと合わせることで施工前に現場の課題点が発見されるな
ど、無駄な作業を行う事が減りました。経験の浅い作業員もマシンコントロールバックホウの活用で作業
時間の短縮が図られました。色々他に活用方法がないか模索しています。新技術導入の理解度が各技術
者でばらつきがあるため、小グループを数個作ってグループ内でお互いを助け合う事により、各技術者の
働き方の改善に繋げています。

未来産業でもある建設業の今後に向けて
　VRの世界が今よりもっと一般的に普及するとなると、現場に行かなくとも工事を行うことが当たり前に
なるかもしれませんし、担い手確保の観点から、建設業にテレワークが導入できれば少子高齢化にも対処
出来ると考えています。

　建設技術が次世代に受け継がれることが、建設業の将来に向け重要だと考えているため、日々改善し
ていきたいと思います。

危機管理産業でもある建設業について
　災害大国　日本における建設業の役割は住民に安全・安心を届けるサービス業であり、地域の事は地
元の建設業者が一番理解しています。また、地域社会がないと建設業の存在意味がありません。当社は
少子高齢化により生産年齢人口の減少が著しい中能登地区に在り、技術者の高齢化が進み技術の継承
が巧く受け継がれないかもしれないと言う課題が数年前から上がってきています。担い手確保・育成対策
を重点課題として試行錯誤を重ねています。

　また担い手確保の為には魅力ある建設業でなければなりません。
　昔からの3K（危険・きつい、汚い・休日がない）から新3K（給料が良い・休日が取れる・希望が持てる）を
目指して、建設業も働き方改革に取り組む事で若者に建設業の魅力を発信していく事も大切だと思って
います。

担い手確保について
 建設業に対し若者に興味を持って貰うため、当社
単独では中々実施できていませんが、地区の建設
業協会と協力し、地域の保育園に希望を取り、出
張建設機械試乗会を開催して実際に重機を運転
することにより希望の種を植え付けています。ま
た、地域の小学5年生を対象として羽咋土木事務
所にて除雪や建設業についての説明会や除雪機
械の試乗会を体験する事で建設業に興味を持っ
てもらっています。
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が巧く受け継がれないかもしれないと言う課題が数年前から上がってきています。担い手確保・育成対策
を重点課題として試行錯誤を重ねています。

　また担い手確保の為には魅力ある建設業でなければなりません。
　昔からの3K（危険・きつい、汚い・休日がない）から新3K（給料が良い・休日が取れる・希望が持てる）を
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担い手確保について
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単独では中々実施できていませんが、地区の建設
業協会と協力し、地域の保育園に希望を取り、出
張建設機械試乗会を開催して実際に重機を運転
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メニュー別支援施策集第6章
【相談・その他】

制度名 制度の概要 問い合わせ先

建設業サポート
デスク

本業の経営強化、新分野進出、雇用管
理、元請・下請間のトラブルなどの課題に
対し、ワンストップで応じる相談窓口です。
また、専門的な助言が必要な場合は、経
営コンサルタントなどの専門家を無料で派
遣し、経営診断や経営計画策定などの支
援を行います。

・石川県土木部　監理課
　建設業振興グループ
　TEL：076-225-1712　FAX：076-225-1714
・南加賀土木総合事務所
　TEL：0761-21-3333　FAX：0761-21-7080
・石川土木総合事務所
　TEL：076-272-1188　FAX：076-272-1870
・県央土木総合事務所
　TEL：076-239-3901　FAX：076-239-3701
・中能登土木総合事務所
　TEL：0767-52-5100　FAX：0767-52-5104
・奥能登土木総合事務所
　TEL：0768-22-0567　FAX：0768-22-2144

石川県建設新技術
認定・活用制度

石川県内の建設関連企業で創出された新
技術（工法、材料、製品）を公共工事で活
用し、安価で質の高い社会資本整備や、
県内企業の育成と技術力向上を図ること
を目的としています。認定を受けた新技術
については石川県が行う公共工事で積極
的に活用します。

石川県土木部　監理課　技術管理室
　TEL：076-225-1787　FAX：076-225-1788

　http://www.pref.ishikawa.jp/gijyutsu/
　　　　　　　　　　　singijyutu/index3.html

農業参入サポート
デスク

農業参入に関するワンストップ相談窓口
として、制度や手続き等の説明、各種相
談活動を行い、受け入れる市町・集落と
企業とのマッチングを行います。

農業参入サポートデスク
　TEL：076-225-1613　FAX：076-225-1618
　（石川県農林水産部　農業政策課　農業参入・経営戦略推進室内）
・南加賀農林総合事務所　企画調整室
　TEL：0761-23-1707　FAX：0761-23-1207
・石川農林総合事務所　企画調整室
　TEL：076-276-0528　FAX：076-276-2745
・県央農林総合事務所　企画調整室
　TEL：076-239-1750　FAX：076-239-1720
・中能登農林総合事務所　企画調整室
　TEL：0767-52-2583　FAX：0767-52-3151
・奥能登農林総合事務所　企画調整室
　TEL：0768-26-2320　FAX：0768-26-2331
公益財団法人いしかわ農業総合支援機構
　TEL：076-225-7621　FAX：076-225-7622

農業人材確保・
定住促進事業

農業者の育成だけでなく多様な人材が農
業に参画し、県民全体が応援するという
農業が発展する仕組みづくりを推進する
ため、農業人材に関するワンストップ窓
口を設置し、県内外からの幅広い農業人
材の確保・育成に努めます。 公益財団法人いしかわ農業総合支援機構

　TEL：076-225-7621　FAX：076-225-7622
　URL：http://inz.or.jp/
　E-mail：info@inz.or.jp

いしかわ耕稼塾
運営事業

プロ農業者から農業の応援団まで幅広い
人材の養成を行う「いしかわ耕稼塾」にお
いて、目指す農業のタイプや段階に応じた
コースを設置し、意欲にあふれた優秀な本
県農業の担い手や理解者を育成します。

28



地産地消サポート
デスク

生産者や流通・販売業者からの地産地
消に関する各種相談をワンストップで受
け付ける窓口を設置し、供給者側と需要
者側とのマッチングを行います。

・石川県農林水産部　生産流通課　流通支援グループ
　TEL：076-225-1621　FAX：076-225-1624
・南加賀農林総合事務所　企画調整室
　TEL：0761-23-1707　FAX：0761-23-1207
・石川農林総合事務所　企画調整室
　TEL：076-276-0528　FAX：076-276-2745
・県央農林総合事務所　企画調整室
　TEL：076-239-1750　FAX：076-239-1720
・中能登農林総合事務所　企画調整室
　TEL：0767-52-2583　FAX：0767-52-3151
・奥能登農林総合事務所　企画調整室
　TEL：0768-26-2322　FAX：0768-26-2331

スローツーリズム
サポートデスク

農家民宿等の開業を希望する方に対し、
古民家などの空き家の紹介から、開業さ
らには経営までをワンストップで支援し
ます。

石川県農林水産部　里山振興室
　TEL：076-225-1629　FAX：076-225-1618

生産性向上
トレーナー
派遣制度

業務プロセスの改善・工夫といった生産
性向上に取り組む中小企業に対して、外
部専門家の派遣を通じて支援します。(補
助対象：専門家の「謝金・旅費」の2/3、
1社あたり派遣回数：年15回まで）

金沢商工会議所　TEL：076-263-1151 
小松商工会議所　TEL：0761-21-3121
七尾商工会議所　TEL：0767-54-8888
輪島商工会議所　TEL：0768-22-7777
加賀商工会議所　TEL：0761-73-0001
珠洲商工会議所　TEL：0768-82-1115
白山商工会議所　TEL：076-276-3811
石川県商工会連合会　TEL：076-268-7300
石川県中小企業団体中央会　TEL：076-267-7711
（公財）石川県産業創出支援機構
　　　　　　　　　　　　　TEL：076-267-1244
石川県商工労働部　経営支援課　経営支援グループ
TEL：076-225-1525　　FAX：076-225-1523

企業ドック制度

企業経営を取り巻く環境が変化する中、
自社の置かれている経営状況等を正しく
認識し、経営内容が健全なうちに、早め
早めに、将来に向けた的確な対策や戦
略を立案しようとする中小企業に対して、
外部専門家の派遣を通じて支援します。
(企業負担なし、1社あたり派遣回数：年
3回まで）

中小企業再生・
事業転換支援事業

再生や事業転換に取り組む企業の相談から
計画策定までを支援します。(企業負担な
し）

新型コロナウイルス
感染症緊急経営
支援アドバイザー
派遣制度

新型コロナウイルス感染症の影響により、
資金繰りなどの経営課題に取り組む必要が
ある中小企業に対して、中小企業診断士な
どの外部専門家を派遣し、現在の経営環境
を踏まえた資金計画や事業計画の策定等
のアドバイスを実施します。（企業負担なし）

金沢商工会議所　TEL：076-263-1151 
小松商工会議所　TEL：0761-21-3121
七尾商工会議所　TEL：0767-54-8888
輪島商工会議所　TEL：0768-22-7777
加賀商工会議所　TEL：0761-73-0001
珠洲商工会議所　TEL：0768-82-1115
白山商工会議所　TEL：076-276-3811
石川県商工会連合会　TEL：076-268-7300
石川県中小企業団体中央会　TEL：076-267-7711
（公財）石川県産業創出支援機構
　　　　　　　　　　　　　TEL：076-267-1244

石川県
エコ・リサイクル
製品認定制度

県内のリサイクル産業の育成、リサイクル
製品の利用促進を図るために、県内で発生
する循環資源を再生利用し、県内で製造加
工されたもののうち、一定基準を満たすも
のを「石川県エコ・リサイクル製品」として
認定します。

石川県生活環境部　廃棄物対策課
　循環型社会推進グループ
　TEL：076-225-1471　FAX：076-225-1473

いしかわ
エコデザイン賞
表彰制度

低炭素（地球温暖化防止）、里山里海保全
などの自然共生、資源循環（3R）など、持
続可能な社会の実現に向けて生み出された
石川発の優れた製品やサービスを表彰しま
す。

石川県生活環境部　温暖化・里山対策室
　企画推進グループ
　TEL:076-225-1462　FAX:076-225-1479
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介護保険制度の
事業者指定

（居宅サービス）に
関する相談

介護サービス事業を実施するために必要
な介護保険法上の各基準についての情
報提供と実際に事業を始められる方には
事前相談を受け付けています。

石川県健康福祉部　長寿社会課
　在宅サービスグループ
　TEL：076-225-1417　FAX：076-225-1418
金沢市内で介護サービス事業を実施予定の場合は、
金沢市介護保険課（TEL：076-220-2264）までお問
い合わせください。

認可外保育施設の
開設に関する相談

認可外保育施設を開設する際の設置基準
や、設置届出の手続きについての情報提
供や相談を受け付けています。

石川県健康福祉部　少子化対策監室　保育グループ
　TEL：076-225-1497　FAX：076-225-1423
金沢市内で認可外保育施設を設置予定の場合は、金
沢市保育幼稚園課（TEL：076-220-2299）までお問
い合わせください。

障害福祉サービス
等の事業者指定に
関する相談

障害者に対する介護や就労の場を提供す
る障害福祉サービス事業を実施する際の
職員の配置基準や、指定申請の手続きに
ついての情報提供や相談を受け付けてい
ます。

石川県健康福祉部　障害保健福祉課
　企画推進グループ
　TEL：076-225-1428　FAX：076-225-1429
　金沢市内で障害福祉サービス事業所を開設予定の
場合は、金沢市障害福祉課（TEL：076-220-2289）
までお問い合わせください。

【融資】
制度名 制度の概要 問い合わせ先

農業近代化資金
農業へ参入しようとする一般企業が、営
農活動に必要な資金を取扱融資機関（農
協・銀行・信用金庫）から、低利で借り
受ける農業制度資金です。

最寄りの農協等取扱融資機関
　石川県農林水産部　農業政策課
　団体指導グループ
　TEL：076-225-1615　FAX：076-225-1618

経営体育成
強化資金

農業へ参入しようとする一般企業が、営
農活動に必要な資金を日本政策金融公
庫から、低利で借り受ける農業制度資金
です。

日本政策金融公庫金沢支店
　（農林水産事業）
　融資課　TEL：076-263-6472
石川県信用農業協同組合連合会等取扱融資機関
石川県農林水産部　農業政策課
　団体指導グループ
　TEL：076-225-1615　FAX：076-225-1618

林業・木材産業
改善資金

林業・木材産業へ参入しようとする企業
等が、林業・木材産業に取り組むにあた
り必要な資金を無利子で借り受ける制度
資金です。

石川県農林水産部　森林管理課
　森林資源利活用グループ
　TEL：076-225-1643　FAX：076-225-1645

経営革新等
支援融資

（経営革新支援分・
　格差対策分）

知事等の承認を受けた経営革新計画に
基づき経営革新をする方に対する低利の
融資制度です。

石川県商工労働部　経営支援課　金融グループ
　TEL：076-225-1522
　http://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/
　　　　　　　　　　　　kinyuu/youkou.html地域商工業活性化

融資 （一般分）
設備投資をする方に対する低利の融資制
度です。
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事業転換支援融資
（一般分・格差対策分）

新たに違う業種に進出する方（事業転換・
多角化）に対する低利の融資制度です。

石川県商工労働部　経営支援課　金融グループ
　TEL：076-225-1522
　http://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/
　　　　　　　　　　　　kinyuu/youkou.html

経営安定支援融資
（一般分、再生支援分、
  緊急経営安定支援分）

売上高が減少している方等に対する運転
資金の低利の融資制度です。

経営安定支援融資
（資金繰り支援分）

保証協会の保証付き融資の借り換えをさ
れる方に対する低利の融資制度です。

新型コロナウイルス
感染症
緊急特別融資

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、
売上高が減少している事業者に対する低利
の融資制度で、一部無利子になる制度です。

石川県環境保全
資金融資制度

公害防止施設の整備やリサイクル施設の
整備等、環境保全のための施設を整備す
る中小企業者並びにその団体に対する融
資です。 石川県生活環境部　環境政策課　企画管理グループ

　TEL：076-225-1463　FAX：076-225-1466

石川県地球温暖化
対策支援融資制度

省エネ設備の導入など中小企業者が取り
組む地球温暖化対策に必要な設備投資
に対する融資です。

石川県産業廃棄物
処理施設整備資金融資制度

産業廃棄物処理施設を整備する中小企
業者並びにその団体に対する融資です。

石川県生活環境部　資源循環推進課
　企画管理グループ
TEL：076-225-1471　FAX：076-225-1473

石川県
バリアフリー施設
整備促進融資制度

公益的施設のバリアフリー化を推進する
ため、民間事業者がバリアフリー条例に
基づいて施設の整備を行う場合、整備に
必要な資金を融資します。

石川県健康福祉部　厚生政策課　地域福祉グループ
　TEL：076-225-1478　FAX：076-225-1409
　http://www.pref.ishikawa.lg.jp/kousei/
　　　　　　　　　　　　bariafree-yuusi.html

【助成】
制度名 制度の概要 問い合わせ先

いしかわ農業参入
支援ファンド事業

条件不利地域など担い手が不足する地域
において、一定規模以上の耕作放棄地
の再生等に取り組む企業や農業法人に対
し、営農が軌道に乗るといわれる５年間、
経営を下支えする支援を行います。

石川県農林水産部　農業政策課
   農業参入・経営戦略推進室
　TEL：076-225-1613　FAX：076-225-1618

公益財団法人いしかわ農業総合支援機構
　TEL：076-225-7621　FAX：076-225-7622
　URL：http://inz.or.jp/
　E-mail：info@inz.or.jp

担い手農業機械
導入支援事業

地域の話し合いで決定した、今後地域
の中心となる経営体等が農業経営の発
展・改善を目的として、農業機械や施設
を融資を使って導入する場合、融資残額
の自己負担金に対して、事業費の最大で
3/10まで助成します。

石川県農林水産部　農業政策課
   農業参入・経営戦略推進室
　TEL：076-225-1613　FAX：076-225-1618
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中小企業地域資源
活用プログラム

産業化資源を活用して新商品や新サービ
スを開発する中小企業者に対して、補助
金・低利融資などにより総合的な支援を
行います。

国：独立行政法人中小企業基盤整備機構
　　北陸本部　連携推進課
　TEL：076-223-6100　FAX：076-223-5762
県：石川県商工労働部　産業政策課
　　競争力強化推進グループ
　TEL：076-225-1512　FAX：076-225-1514
公益財団法人石川県産業創出支援機構
　（ISICO）地域振興部　
　TEL：076-267-5551　FAX：076-268-1322

いしかわ里山振興
ファンド事業

里山里海の資源を活用した生業（なりわ
い）の創出や里山里海地域の振興に係る
事業を支援します。

いしかわ里山づくり推進協議会
（石川県農林水産部　里山振興室）
　TEL：076-225-1631　FAX：076-225-1618
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